
(参考様式）

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （　 3 年 12 月分） サービス種類　　  （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）A7

事業所番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14○○○○ ） 事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○デイサービス ）

　　　　１　　単位目定員：　20　名 サービス提供日：　月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 ・ 日サービス提供日：　月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金 ・ 土 ・ 日 サービス提供時間：　１時間　30分

職　　種 勤務 資格 氏　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 　月の

形態 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 合計

管理者 A ○○　○○ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 115 1

介護職員 A △△　△△ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 184 1

機能訓練指導員 D 看護師 ××　×× 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 138 0.7

生活相談員 A 介護福祉士 ●●　●● 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 休 8 8 8 8 8 8 8 8 176 1

社会福祉主事

看護職員 A 看護師 △△　×× 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 休 8 8 8 8 8 8 8 8 176 1

　計 4.7

勤務形態　Ａ：常勤専従　　Ｂ：常勤兼務　　Ｃ：非常勤専従　　Ｄ：非常勤兼務

計算はすべて小数点第２位を切り捨て

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務日数、勤務時間　 日 (a) 週 時間 (b)

常勤職員が勤務すべき１日あたりの勤務時間　 時間  （c）

　月の常勤職員が通常勤務すべき日数 日     （d）

　　常勤職員の勤務すべき曜日が同じ場合　当該月の常勤職員が勤務すべき曜日を足し上げた日数

　　常勤職員によって勤務すべき曜日が異なる場合の常勤職員が通常勤務すべき日数の計算方法　（a）×4＋（月の日数-28）×（a）÷7

常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数 （c）×（d） 時間 (e)

●常勤換算…常勤専従職員（総合事業との兼務は専従とみなす）の人数＋（非常勤職員等の勤務時間数合計÷常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数(e)）　

8

23.0

184

常勤換
算後の
人数

5 40

職員配置体制加算については、サービス
提供時間の体制の配置を確認します。

※常勤換算などは、参考とさせていただき
ますが、他のサービスとの整合性を図る
必要がります。

提出後、変更がない場合、同年度３月分までが有効と
なります。その後、４月から新たに算定する場合は、
３月15日までに提出してください。

記入例



改善 1 × 2 ＝ 2

悪化 2 × -2 ＝ -4

維持 64 × 1 ＝ 64

月ごと実利用人数の12か月合計数 67

計数 0.9254

昨年 翌年

通し番号 事業所番号 氏名 被保険者番号 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 1月

1 1470000000 ××　×× 1123456789 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2

2 1470000000 ●●　●● 1111222333 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

3 1470000000 △△　×× 1122334455 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

4 1470000000 △△　△△ 1147852369 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

5 1470000000 ○○　○○ 1223366554 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

6 1470000000 ○○　○○ 1213366554 3 3 3 3 3 3 3

7

8

9
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使い方

①事業所番号を入力します。

②対象者の氏名と被保険者番号を入力します。

③月末の要介護度、下記の数字を入力します。

事業対象者＝１ 要支援１＝２ 要支援２＝３ 要介護者＝９

コピー＆貼付けは値のみ（書式なしコピー）で行う

◆右の表に自動で表示される計数が加算判定に使用する数値です

月途中で終了した利用者については原則
として含めないとしてます。事業所の
サービスが原因で要介護の場合のみ「悪化」
とすることとします。

記入例
前年の１月から１２月の実績に
基づき算定します。

提出後、同年度３月分までが有効と
なります。その後、４月から新たに
算定する場合は、３月15日までに
提出してください。

（例）Ｒ３年１２月から算定の場合
　　　Ｒ１年１２月からＲ３年１月まで（最大１４か月）を入力する。　


